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１．はじめに 

 

「百聞不如一見」。常に自分自身の目で見て聞いて、そして自分の頭で考えることを大切にしよ

うと思っている。どんな新しい発見や出会い、そしてどんな学びがあるだろうか。大きく膨らむ

期待を胸に秘めながら、2012 年 4 月 1 日に中国へ向けて出発した。私に与えられた時間は 1 年と

いう限られた非常に短い時間なのだから、多くの人を知り貪欲に学び、今持つ知識をアップデー

トして日本へ帰ろうと決心した。 

 

日本学術振興会が実施する国際学術研修に臨む以前より、自己の能力開発やそれを向上させる

こと、そして成長するということに非常に関心があった。業務に関する研修や自己啓発のための

研修は、大学職員としての能力を向上させるだけでなく、私自身の成長のための研修でもあると

考えていた。幸いにも充実した 1年目の国内研修を終えた。今は 2年目の研修先である北京研究

連絡センターでの業務を通じて、自分自身で見聞きし、自分の頭で考えることを通じて、様々な

人から学び取ることを通じて、一人の人間としても成長したいと思っている。 

 

今や日本と隣国である中国とは、歴史を遡ると 2000 年もの長きにわたる交流があるといわれて

いる。中国古代史文献の中で、3世紀『三国志』から 20 世紀『清史稿』までのほとんどの中国の

正史には「日本伝」や「日本志」などが書かれてあり、1 つの国家が日本に関する記述を継続し

て書き記してきたことは、世界中で稀である1。その後1894年の日清戦争から1931年の満州事変、

1945 年まで続いた中国への侵略戦争は、日中の両国民に深い傷を負わせた。そして今もなお、そ

の関係に暗い影を落としている。このように地理的には隣国であり、歴史的にみても深くつなが

っている日本と中国である。 私自身は、5000 年もの長い歴史と広大な土地に 56 民族 13 億人の

人々が暮らし、多層な社会と多様な文化で構成されている隣国への純粋な憧れ、そして深い尊敬

の念を抱いている。更にその中に発展を続ける力強いエネルギーや潜在力を強く感じている。自

分自身の経験を通して、例えば、ものの考え方や生き方、対処の仕方に対して大きな違いを感じ

るたびに、まるで何かに恋をしたかのような感情「相手を理解したい」という気持ちと「好奇心」

とで溢れている。ようやく 1972 年に国交を回復して 40 年を迎える、そんな節目の年に私は日中

の学術交流の最前線であり、要ともいうべき日本学術振興会の北京研究連絡センターに派遣され

るのだ。 

 

とにかく、この巨大な国家が描く未来構想について理解を深め、改革開放政策によって変化し

続けている中国の高等教育分野の知識を深めたいと思っていた。内外の変化、グローバル化の影

響と改革開放政策によってどのように教育分野へ影響が及んだのか、高等教育界における特徴的

な取り組みの一つである中外合作弁学について興味を持った。これらの学びの過程やその軌跡を

このレポートで報告したいと思っている。 

                                                  
1 日中産学官交流機構主催による第 70 回中国セミナー（2012 年 3 月 21 日（水）東京）にて開催されたでの孫新講師（中国社

会科学院日本研究所副所長）の講演内容より。 
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２．中国―この国はどこが、誰が動かしているのか― 

 

内閣府の出した世論調査2によると、近年中国に対して親しみを感じない日本人が 71.4％近く

に上ると言う結果が出た。張平氏3によると、その中でもイデオロギーに対する「偏見」、日本人

の意識の中に中国共産党への違和感が根強く存在しているのではないかということである。相手

を知らないままの身勝手な思い込みから生まれる「偏見」という感覚について、もう一度向き合

ってみようと思った。中国へ親しみを感じない感情やイデオロギーに対する「偏見」、たどってみ

ると中国共産党についてよく知らないことや勝手な思い込みでいることも、そこから違和感を生

み出し、その結果として中国に親しみを感じない原因の一つではないか。 

現下、日本と中国の政治的な関係は非常に緊張しており、そのことによって様々な方面に影響

が出ている。私自身はまず自身の理解の確認と知識の更新が必要だと考えた。あらためて言うま

でもないが、中国の国家の仕組みや中国共産党について正しい理解が必要だと考えた。自分で情

報を得ることと、得た情報について咀嚼しながら理解することに努めた。 

2012 年 11 月、中国の新しいリーダーを選出した中国共産党第 18 回全国代表大会4（以下、第

18 回大会とする）が世界の注目を集める中で開催された。私自身は理解をさらに深めるいいチャ

ンスだと思いこの一連の動きに注意した。 

 

２．１．中国人民大会堂 

 

2012 年 11 月 15 日（木）、第 18 回大会最終日の中国の国営放送と地方のテレビ局が伝えるニュ

ースは、第 18 回大会が選出した中国の新しい指導者を伝えるものばかりであった。私はテレビに

かじりつき、中国の新総書記となった習近平氏の演説を食い入るように見た。習近平氏は自身の

他、政治局の新しい常務委員 6 人5を紹介し、世界中から駆けつけた多くの記者たちを前にして、

5000 年もの長い歴史と偉大な民族である中国、そして今後の中国が抱える多くの課題に取り組む

ために、中国共産党の中国人民に対する大きな責任感と使命があることを力強く語った。演説の

最後の言葉は「中国は世界について理解を深めるとともに世界も中国について理解を深めてほし

い」という内容で、世界へ向けて発信された相互理解を求めるメッセージでもあったと感じた。

原稿も見ずに、自信に満ちた口調で自らの言葉で語りかけた演説は、私に強い印象を残した。 

第 18 回大会閉幕後間もない 11 月 30 日、全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会行政法室

の田林氏の案内の下、人民大会堂を訪れた。人民大会堂は天安門広場西側に位置し、合計 17 万平

方メートルを超える床面積を持つ荘厳な建築物である。1959 年に建国 10 周年を記念して建立さ

れた。毎年 3 月に開催される全国人民代表大会や中国共産党全国代表大会などの議場として用い

                                                  
2 内閣府「外交に対する世論調査（平成 23 年 10 月）」2012 年 1 月 30、2012 年 11 月 22 日閲覧。 

http://www8.cao.go.jp/survey/h23/h23-gaiko/2-1.html  
3 「日中感情の変化をどう見るか」張平（日本エネルギー経済研究所 主任研究員）2012 年 11 月 21 日閲覧。

http://www.spc.jst.go.jp/experiences/japanreport/12001.html  
4 中国共産党規約第 18 条 1 項により 5 年に 1 度開催するとされている。 
5 中国共産党第 18 期中央委員会第 1 回全体会議で選出されたのは、習近平氏、李克強氏、張徳江氏、兪正声氏、劉雲山氏、 

王岐山氏、張高麗氏の 7 人であり、前回の第 17 回全国代表大会で選出されたのは 9 人である。 
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られるほか、外国使節・賓客の接受の場所としても使用されている。その日の北京は氷点下 1 度

という厳しい冷え込みであったが、北京にしては珍しく澄んだ青空が広がっていた。 

セキュリティチェックを終え、赤い絨毯が敷き詰められて 

いる大広間から階段を上ると大会議場の 2 階席下の入口に 

たどり着いた。中に入るとはるか下のほうに大きな正面舞 

台が見えた。私は習氏の力強く自信に満ちた演説を思い出 

しながら、しばらく舞台を見下ろした。大広間に戻り再び 

氷点下の世界へ出た。今度は正面向こうに天安門が見えた。 

さらにその奥にある紫禁城や、天安門で起きた多くの歴史 

的に印象深い出来事を思い出すとともに、ここが未来の中

国を作っていく場所の一つでもあると思うと非常に感慨深い気持ちになった。 

 

２．２．中国を動かす組織 

 

 1949 年に現在の社会主義国である中華人民共和国が成立しているが、1921 年に中国共産党は設

立されている。新しい中国が成立する前までの中国共産党の使命は、階級闘争と政権を奪い取る

ことであったとされている。1949 年以降、中国共産党は毛沢東国家主席を中心とする社会主義建

設に変わることを使命としてきた。様々な政治的な試みや改革が行われる中、中国共産党は、1978

年の鄧小平氏による経済改革開放路線に方針を転換した。現在も新しいリーダーたちは改革開放

路線を継承している。広大な土地に 13 億人もの人が暮らし、そこから生み出される膨大なエネル

ギーと巨大な市場を持つ中国。この国を動かすのは何なのであろうか。 

 

 中国共産党中央政治局の常務委員会は、習近平氏をトップとした 7 人が所属する組織である。

この組織の構造はトップに総書記、次に中央政治局常務委員会、中央政治局、中央委員会、全国

代表大会、そして中国共産党党員となっており非常に分かりやすいピラビッド型の構造になって

いる6。中国共産党中央組織部の 2011 年末の統計によると、中国共産党の党員数は約 8260 万人で

あり中国の人口は、約 13 億 4893 万人（WHO 世界保健統計 2012 年版）であるから、中国国民の約

6％が共産党の党員ということである。ちなみに今回の第 18 回大会代表者は 2270 人であった7。

2013 年 3 月開催予定の全国人民代表大会（日本の国会に相当する。）で、習氏は国家主席に選出

される見通しであると各メディアは伝えている。全国人民代表大会は最高の国家権力機関8である

が、中華人民共和国憲法の前文に「中国共産党の指導」という言葉が登場し、中国共産党の指導

の下に社会主義国家を築き上げると規定されている。このことから中国共産党が国家を支配する

仕組みが、法的に確立されているのである。従って中央政治局常務委員会は、事実上の中国の最

高指導組織であり、そのトップである総書記が中国のリーダーであるといわれるのである。 

 

                                                  
6 中国ビジネス Q＆A『中国共産党の法的位置づけ』JC ECONOMIC JOURNAL  2012.9 
7 人民日報日本語版 2012 年 11 月 22 日閲覧。http://j.people.com.cn/94474/7909408.html  
8 中華人民共和国憲法第 57 条 

 
中国人民大会堂正面（北京市） 

撮影日：2012 年 11 月 30 日 
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 ２．３．中国の改革開放と描く未来構想図 

  

 今回の第 18 回大会の中で、マルクスレーニン主義・毛沢東思想・鄧小平理論及び「三つの代表」

の重要思想が受け継がれた。そして科学的発展観が時代とともに発展する科学理論であり、中国

経済社会の発展に重要な指導方針であること、中国の特色ある社会主義を発展させるのに堅持し

徹底すべき重大な戦略思想であることが確認され、党章に加えられた9。2012 年に選出された新

しいリーダーの下でも改革開放の路線が継承されたのである。この改革開放というのは、1978 年

12 月に開催された中国共産党第 11 期中央委員会第 3 回全体会議で提出された農業、工業、国防

および科学技術の「四つの近代化」に向けて、鄧小平氏の主導で始まった国内改革および対外開

放政策のことを指す。最も重要なことは、毛沢東時代からの路線を大きく転換させた歴史的転換

であることだ。この改革開放路線に転換した背景には、既に崩壊寸前にまで悪化した中国の経済

状況や 1970 年代の中国を取り巻く国際社会の状況の変化があった。 

 

中国の未来構想図、青写真とも呼べる最初の計画が 1953 年に策定された。「第 1次 5 ヵ年計画

（1953 年―1957 年）」といわれるもので、この計画の下で様々な政策が実行された。しかしなが

ら、第 1 次から第 6 次（1953 年から 1984 年）までの 5 ケ年計画は最高指導者の恣意に大きく左

右され、権力闘争の勝者により度々修正されたため一貫性を持ったものではなかった。それ以降

の第 7 次および第 8 次 5 か年計画の間は、政治的には変動を伴ったものの復活した鄧小平氏の影

響によってそれなりに機能した10。そして鄧小平氏の政治力の下に、経済や社会の改革開放が取

り組まれてきたのである。その後中国は 1992 年、社会主義経済体制の移行を決定し、現在は「国

民経済社会発展第 12 次 5 ヵ年計画（正式名称「国民経済と社会発展第十二次五ヵ年規画綱要」（計

画期間 2011 年～2015 年））11（以下、「第 12 次 5 か年計画」とする）の実現に向けて、強力なリ

ーダーシップの下で様々な政策が実行されている。この第 12 次 5 か年計画は、中国国家の未来構

想図であり、経済発展の根幹の 1つである。2010 年に GDP 第 2 位の大国になったのもこの構想図

を基に計画が着実に遂行されたことによると思われる。 

 

中国が改革開放路線に歴史的転換を果たした後、教育を取り巻く環境も大きく変化した。1987

年に開催された第 13 回大会の中で、経済発展のために教育の改革は科学技術の発展とともに重要

な課題であることが指摘された。そして現在もなお中国政府の認識に変わりはない。中国政府は

1980 年代から次々と教育改革に関する政策を打ち出してきた12。現在は 2008 年 7 月に公布された

「国家中長期教育改革・発展計画綱要（2010～2020 年）」（原語で国家中长期教育改革和发展规划

纲要（2010～2020 年）（以下、「綱要」とする）に基づき、科学技術と教育による国家振興戦略及

び人的資源の開発と人材養成の強化を目指す人材強国戦略が継続して実施されている。挙国体制

                                                  
9 中国共産党ニュース 2012 年 11 月 21 日閲覧。http://www.peoplechina.com.cn/zhuanti/2011-04/21/content_352331.htm  
10 田中 修、2006, ESRI Discussion Paper Series No.170,P12, 
11 2010 年 10 月 27 日に中国共産党 17 回 5 中全会で決定された「国民経済と社会発展の 12 次 5 ヵ年計画」(2011 年～2015 年)

の制定に関する中国共産党中央委員会の提案が公表された。中国政府(国務院)は、この提案に基づいて実際の計画を制定し、

2011 年 3 月 14 日の全国人民代表大会(国会に相当)で決定された。 

12 教育調査第 142 集『中国 国家中長期教育改革・発展計画綱要（2010～2020 年）』文部科学省,2012 年 3 月, P2 



 

201 

でのぞむ中国政府の教育改革への取り組みを見ることができる。高等教育分野でも改革の断行に

よって顕著に変化が現れているに違いない。そこで教育改革の結果としてもたらされた高等教育

の国際化とその特徴的な取り組みについて調査してみることとした。 

 

 

３．改革開放によってもたらされた高等教育の国際化 

 

中国政府が描いた未来構想図に基づき、様々な政策が策定された。高等教育分野においても改

革開放に伴い、高等教育の規模が拡大するとともにその拡大による大衆化、規制緩和と競争原理

の導入による高等教育の市場化と国際化の進展をもたらした13。その大きなきっかけは、1994 年

に中国が WTO に加盟し、教育領域を世界に開放したからだといわれている。自ら改革開放政策の

下に世界に門戸を開く一方で、世界はますますグローバル化している。その内外の相互影響によ

って、中国の高等教育の国際化も加速化しているといえる。 

 

３．１ 高等教育政策と国際化の影響①―211 工程（プロジェクト）と 985 工程（プロジェクト） 

  

 改革開放路線への転換以前は、国家の重点大学を建設していく政策や高等教育分野における留

学政策が国家の重要な戦略として位置づけられていた。改革開放路線に転じた後、211工程（プロ

ジェクト）や985工程（プロジェクト）などの重点大学を支援していく政策が出された。211工程

は1993年に当時の国家教育委員会（現教育部）が、21世紀に向けて100余りの重点大学を構築する

ことを目的として実施された国家プロジェクトである。現在までに112校14が対象校に指定されて

いる。985工程は1998年に北京大学の100周年創立会議にて、当時の江沢民国家主による「中国で

世界一流大学を建設しなければならない」という発言を契機に、中国の一部の大学や学科を世界

一流の大学にするために重点的に集中的に支援することを目的として、1999年から実施された国

家プロジェクトである。現在までに34校15が指定されている。この2つのプロジェクトの違いは、

985工程に指定された大学が211工程に指定された大学よりも少ないにも関わらず、その投入され

た国家予算が333億元（211工程は87.5億元）16と3.8倍にもなっているところである。いかに985

工程の方に集中的に国家予算が投入されているのか、その数字から判断できる。これらの2つの国

家プロジェクトは、第12次5か年計画中にある科教興国戦略（科学技術と教育によって国を興すこ

と）の中に、高等教育の質を向上させるものとして重点事業に掲げてあるものである。未来構想

図に従い、大学への重点的な支援が行われてきたのである。この支援の結果、一部の大学の総合

力を高めたこととして、例えばTimes Higher Education Supplement, THESや上海交通大学高等教

育研究所が出している大学のランキング結果などから、成果が表れていると判断できる。重点支

                                                  
13  黒田 千晴 カレッジマネジメント 159『中国の高等教育戦略（後編）』改革開放 30 周年を迎えた中国の国際教育戦略, Nov. 

Dec 2009 
14 百度 2012 年 12 月 18 日閲覧。http://baike.baidu.com/view/7085.htm 
15 百度 2012 年 12 月 18 日閲覧。http://baike.baidu.com/view/59436.htm 
16 平成 22 年版中国の高等教育の現状と動向 
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援政策の下、大学間や研究者、学生の国内での競争のみならず、世界に門戸を開いたことにより

一層激しい競争下にさらされ、大学の国際化がもたらされたのである。 

 

３．２ 高等教育政策と国際化の影響②―留学生政策― 

 

大学を重点的に支援していく政策とは違い、高等教育政策の中でも留学政策そのものは、その

本質からみて国際化をもたらすものであるといえる。1950年代初頭は、外国人留学生の受け入れ

や中国人学生や研究者の海外への留学・研究といった取り組みが留学生政策の中心の取り組みで

あった。その当時留学生を受け入れる場合は、東欧とアジアなどの社会主義国から、またはアフ

リカ諸国から政府間の交換留学生協定に基づいて、中国政府からの助成金を受けた少数の外国人

留学生を受け入れた。そして彼らには中国語、中国歴史などを中心にした教育が行われた。派遣

する場合は、中国人学生や研究者はほぼすべて旧ソビエトをはじめとした社会主義国へ派遣され

ていた。その後文化大革命と呼ばれる時期には、国際交流や関連活動もほぼ中止状態となり、中

国の高等教育界が甚大な被害を受けた。そして1977年の鄧小平氏の復活後、1978年の改革開放政

策への転換が図られた。その象徴的なこととしては、中華人民共和国建国以来、同年に初めてア

メリカへ52名の留学生が派遣されたことである17。遡ること1872年から中華人民共和国が成立し

た1949年、そして改革開放前まで海外留学者数は累計13万人に過ぎなかった。しかし改革開放を

経て2011年末現在で、海外留学者数は累計224万5100人にものぼっている18。この点だけを見ても、

1978年の改革開放以降、いかに急激に海外留学者数が増加しているのかがわかる。しかしながら、

海外留学数の増加に伴い、彼らが自国へ戻らない状況が長く続いた。そのため中国政府は、1990

年代から海外留学した人材を呼び戻す様々なプログラムを実施し、優秀な人材の帰国を促してい

る。また中国政府は、外国人留学生受け入れにも戦略的取り組みを行い始めた。現在はアジア最

大の留学生受け入れ国を目指し、2020年までに外国人留学生50万人計画を実施中である。中国教

育部が発表した2011年の全国訪中留学生数統計によると、2011年の1年間で中国国内に留学してい

る外国人留学生の総数が29万人を突破している19。ちなみに日本では同じ時期に約14万人の外国

人留学生を受け入れている。現在、中国がアジアにおける外国人留学生受け入れ最大国になって

いるのである。第12次5か年計画の科教興国戦略に基づき、教育発展重点事業として実施された結

果なのである。 

 

中国は改革開放政策によって、さらにはWTO加盟が要因となってその門戸を開いた。その結果と

して高等教育が国際的な競争下にさらされ、国際的な視野に立った競争概念を取り入れながら、

さらには科教興国戦略によって対外開放を推進させ、自ら国際化を図ってきた。また世界に中国

語と中国文化を普及させるという目的の孔子学院プロジェクト（対外中国語教育政策）も戦略的

に実施している状況である。科教興国戦略に基づき、効果的に国際化を加速させているのである。 

 

                                                  
17 許 海珠(2010-06)『改革開放後の中国の留学政策』国士舘大学政経論叢 2010(2), 25-50 

18 「人民網日本語版」2012 年 3 月 18 日、2013 年 1 月 15 日閲覧。http://j.people.com.cn/94475/7761472.html 
19 JSPS 北京研究連絡センター【学思】No.35，P11，中国発 学術・高等教育ニュースより 
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３．３ 高等教育の国際化と新しい特徴―華東師範大学と筑波大学の連携― 

 

 上海市にある華東師範大学は、約 4000 人の教職員と約 28000 人の学生を抱え、211 工程および

985 工程にも採択されている 1951 年に設立された中国の重点大学の 1つである。世界の 150 以上

の大学等と国際交流を通じて、積極的に大学の国際化を進めている。また産学研の分野での国際

化にも積極的に取り組んでおり、日本企業とも数多く連携しており成功例も数多くあるとのこと

である20。興味深い取り組みとしては、大学内に上海ニューヨーク大学のオフィスの他、ヴァー

ジニア大学やフランスのリオンビジネススクールの上海センターなどの海外機関のオフィスが入

っている点や、2011 年にニューヨーク大学と共同で運営する上海ニューヨーク大学を設立するな

ど、積極的に国際化を進めているところである。筑波大学は、大学間協定関係にある当大学内に

7 つ目の海外事務所となる上海教育研究センターを 2012 年 6 月に設立している。その状況を自分

の目で見るため、2012 年 8 月 9 日（金）、筑波大学の上海教育研究センターを訪問し、担当者の

王太芳さんから話を伺った。 

 

筑波大学は、既に JSPS 北京研究連絡センター内に事務所共同利用による北京事務所を開設して

いる。上海教育研究センターは、従来の海外連絡事務所の役割に加え、短期語学研修プログラム

や日本人学生派遣プログラム21を支援する教育研究拠点としての機能を備えたセンターとして開

設された。華東師範大学内に幾つかの国の大学がオフィスを設置している点なども考慮した上で 

オフィスが設置されることとなった。最も重要な点は、パートナーとして国際化の戦略が一致し

た結果だということであろう。 

 

華東師範大学は、筑波大学との連携に見られるように、パートナー大学との確実な交流の実績

とともに実質的な国際交流を目指し、戦略的に国際化を進めている。様々な取り組みによって、

世界の大学が中国にやってきている状況にあることをこの目で見た。特に興味深い取り組みは、

ニューヨーク大学と共同で 2011 年に教育部の許可を得て設立した上海ニューヨーク大学の例で

ある。これは 1980 年代の後期から試みが始まった中国と外国の教育機構とが協力して学校を運営

する中外合作弁学と呼ばれるものであるが、これは中国高等教育分野における一種の新しい形式

となっている。この中外合作弁学の取り組みについては、第 12 次 5 か年計画の中の教育改革発展

の加速に関する記述の中からその根拠を見出す。その中では、教育の開放を拡大し、国際交流と

協力および優れた教育資源の導入を強化するとことを目指すものとして、教育発展重点 10 事業の

中の 1 つの事業、教育の国際交流と協力による事業として位置づけられている。中外合作弁学は、

別名「世界の高等教育が中国にくる」という政策とも言われている。中国政府による中外合作弁

学の取り組みによって、世界中の高等教育機構が中国に進出している状況を作り出しているので

ある。そしてそれは中国高等教育界の新たな潮流であるといえる。次の章で中外合作弁学につい

て詳しく見てみようと思う。 

 

                                                  
20 2012 年 12 月 15 日開催の筑波大学上海教育研究センター設立記念講演会範軍華東師範大学副学長記念講演より。 
21 筑波大学の学生を中国の関係ある高校へ派遣して、剣道などの武道や日本語を指導するプログラム。 
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４．中国高等教育界の新たな潮流「中外合作弁学」について 

 

世界の高等教育の潮流を見てみると、例えばオーストラリアや英国といった国々が自国の高等

教育を一種の産業ととらえ、その戦略のもとで世界各地に海外キャンパスや教育プログラムを輸

出していることをよく耳にする22。アジアの地域を見てみると、マレーシアは国際的に国のプレ

ゼンスを高めようとトランスナショナル教育プログラムを積極的に導入している23。そして中国

では、中外合作弁学と呼ばれる「世界の高等教育が中国にくる」政策の下、中国の教育機構と外

国の教育機構とが協力して学校や共同プログラムを運営する取り組みや、ダブル・ディグリーや

ジョイントディグリーのプログラム導入が盛んに行われているのが、現在の高等教育界の特徴で

あるといえる。 

 

４．１ 現在の中外合作弁学の誕生とその発展 

 

中国政府は 1978 年の改革開放路線後、文化大革命の大きな影響を受けた高等教育の立て直しを

行った。アメリカ、日本、ドイツ、イギリスなどの国々と協力して、多様な学校運営を行う中外

合作弁学といわれる方式で海外との教育交流活動を模索してきた。例えば、1985 年に設立された

北京外国語大学と日本国際交流基金が設立した日本語研修センター24は、この方式により設立さ

れた施設の一つである。その後ソビエト連邦の崩壊や天安門事件などの影響によって、中外合作

弁学は大きな影響を受けた。しかしながら鄧小平氏の復活による政治的な影響力によって、改革

開放路線が堅持され、1990 年代に入り高等教育の分野では大学改革が実施された。1994 年の WTO

加盟によって、中外合作弁学は展開していくこととなった。この取り組みは、中国が教育市場を

海外の機関に開放するということでもあった。一時停滞していた中外合作弁学は、WTO 加盟によ

ってそれまでの不十分さを指摘され、中国政府は改善に取り組んだ。その結果として 2003 年 9

月に「中華人民共和国中外合作弁学条例（以下、中外合作条例とする）」が施行された。この新し

い条例によって、中外合作弁学は大きく発展することとなっていく。 

 

2003 年 9 月から施行された中外合作条例によって、本格的に外国の優良な教育資源を導入する

ことや外国教育機関25との協力による教育機関の設立が奨励された。世界の一流の教育機関をよ

り多く中国に誘致し、英語で行われる教育や研究システムおよび人材システムを取り入れること

が奨励された。教育思想、カリキュラム、プログラムの導入、場合によってはキャンパスが次々

と国境を越えて中国へ入ってきた。こういったトランスナショナル教育の輸入は、中国の高等教

育の国際化を促進するだけでなく、教育の質や水準を高めるための有効な方法として認識される

ようになってきた。 

                                                  
22 大学マネジメント研究会(2013 年 1 月)『大学マネジメント』大学マネジメント研究会 

23 秋庭 裕子（2013 年 1 月号）ウェブマガジン「留学交流」Vol.22 

24 国際交流基金 HP 2013 年 1 月 21 日閲覧。http://www.jpf.go.jp/j/intel/study/support/bj/index.html 
25 高等教育機関に限られていた。 
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４．２．中外合作弁学の現在 

 

調査した 2012 年現在、教育部が公開している批准されたリスト26によると、中国の教育機構と

外国の教育機構とが協力して新たな機関を作っている他、国内の大学等27と外国の大学等が相互

の協定に基づき、ダブルディグリー・プログラムやジョイントディグリーなどの共同プログラム

等を 704 件運営している。全体の 704 件のうち学部に関するものが 540 件、大学院に関するもの

が 164 件となっている、その 704 件のうち、新たな機関を作っているのは 37 件であり、そのほと

んどが共同プログラム等の運営となっている。全体数の推移を見ていくと、1995 年には約 70 件

であったのが、 2002 年末までに中外合作弁学機構とプログラムは 712 件にも膨れ上がった28。そ

の後 2003 年 9 月から新たに中外合作条例が施行され、それに基づいて再度審査されたことも関係

して、この 704 件という数字は横ばいの状況であるといえる。 

 

次に国別の内訳を調査し、その結果を図 1 で示した。これを見ると全体の 704 件のうち、英国

が 150 件で 23％を占めている。続いてオーストラリア、米国となっており、英語圏の国が圧倒的

に多い。そもそも中外合作弁学は、世界の一流の教育機関をより多く中国に誘致することや、英

語による教育を輸入することを目的としたものでもあるので、英語圏の国々との共同事業は当然

の結果であろう。 

 

図１「中外合作弁学」の国別数  

 

出所：中華人民共和国教育部 中外合作弁学「機構及びプログラム一覧表」（2012.7）より筆者作成。 

 

                                                  
26 中華人民共和国教育部 中外合作办学监管工作信息平台 2012 年 7 月 20 日閲覧。 

http://www.crs.jsj.edu.cn/index.php/default/index/sort/1006 
27  専門学校、国際組織などを含む。 
28 張暁瞬、中外合作弁学に関する中国教育部の文件 257 2006、p.193 
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 また中外合作弁学の取り組みの中でも、中国の教育機構と外国の教育機構とが協力して大学等

を運営する 37 件の取り組みは特徴的であるといえる。その中の一つで西安交通大学とイギリス

のリバプール大学によって中外合作方式によって 2006 年に設立された西交リバプール大学につ

いて紹介する。 

 

４．３．中外合作弁大学事例－西交リバプール大学－ 

                          

                         蘇州の旧市街地から東に位置する金鶏湖 

周辺（上海市から西に約 80 キロ）の約

280 平方キロメートルもの広大な敷地に

蘇州工業園区29がある。その敷地の中に、

2006 年に西安交通大学とイギリスのリ

バプール大学によって中外合作方式によ

って設立された西交リバプール大学があ

る。実際に 2012 年 10 月 3 日（水）に足

を運び、蘇州工業園区や西交リバプール

大学を見学してきた。 

ここには中国科学大学、西安交通大学、南京大学、東南大学、中国人民大学、四川大学、華北

電力大学、武漢大学、香港大学など中国の有力な大学の関連施設が広大な園区敷地の中に立ち並

ぶ。さらにシンガポール国立大学、デイトン大学が蘇州に研究院を設立し、カリフォルニア大学

バークリー分校と中国科学技術大学が共同でナノ学院を設立している30。その敷地の広大さと多

くの中国の名だたる大学が蘇州工業園区に集まっている様子を目の当たりにした。そしてまだ新

しい西交リバプール大学のキャンパスは、コンパクトな作りになってはいるが、学びの場として

恵まれた環境にあることを感じた。そして園区内と外部をつなぐバス路線など交通アクセスの状

況を見て、大規模都市計画の下でプロジェクトが実施されていることを実感した。さらに西交リ

バプール大学について情報を収集していく中で、2012 年 9 月に西交リバプール大学へ入学した中

国籍の学生とその保護者から話を聞くことができた。 

 

天津市にある有名な進学校を 2012 年に卒業した中国籍の A さんは、2012 年 9 月に西交リバプ

ール大学へ入学した。高考と呼ばれる大学統一試験を受験し、地元にある重点大学の一つでもあ

る天津大学への入学も考えたが、中国国内で非常に評判の高い西交リバプール大学を進学先の一

つとした。授業料は 6 万元/年31と志望先の国立大学（天津市の学費基準 4200 元/年）32に比べて

も非常に高い金額であったが、授業がすべて英語で行われる環境やその後の留学の機会、そこで

出会う人々や自身の将来などを考慮すると、非常に多くのメリットがあると考えた。最終的には

                                                  
29 中国とシンガポールによる政府間の共同プロジェクトとして 1994 年から開発が始まった。 
30  「国際協力員のノートから」JSPS 北京研究連絡センター発行ニューズレター「学思」No.38 P11。 
31  2 年間を中国国内、2 年間をリバプール大学にて教育を受ける場合の授業料は 10 万元/年。 
32 Science Portal China 高等教育の現状と動向 2013 年 1 月 23 日閲覧。 

  http://www.spc.jst.go.jp/education/higher_edct/hi_ed_4/4_4/4_4_2.html 

西交リバプール大学（蘇州市） 
撮影日：2012 年 10 月 3 日 
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両親の勧めもあって、西交リバプール大学への進学を決めた。非常に充実した大学生活を送って

いるとのことであった。 

 

西交リバプール大学の中には、生物化学、ビジネス・経済・管理など 11 の学部が設置されてい

る33。大学の 4 年間を中国で学ぶか、中国で 2 年間、英国で 2 年間学ぶようになっており、授業

は基本的に英語で行われる。約 5000 名の学生を受け入れており、卒業生の進路は 2011 年度に卒

業した初代の卒業生のうち、97％が海外大学の大学院へ留学している34。300 人余りの卒業生の中、

288 人が国外の修士・博士課程へ進学した。その内 7 人はオックスフォード大学、ケンブリッジ

大学へ進学している。  

 

西交リバプール大学や上海ニューヨーク大学の他にも、浙江万里学院とノッティンガム大学が

設置した寧波ノッティンガム大学のような中外合作弁学大学の設立は、中国政府の強力な支援と

ともに、それぞれの機関の国際戦略が一致した結果、設立に至っている。新しい機関を設置する

ということは、膨大な費用やエネルギーを投じる必要があるが、具体的にそれぞれの機関とって

のメリットはどこにあるのだろうか。 

 

４．４．中外合作弁学のメリット 

 

それぞれの機関にとってのメリットは、例えば①中国での学生募集の際に、相手国へ留学する

より抑えた費用で欧米の有力大学の教育プログラムと同じ教育が受けられることをアピールする

ことで、より優秀な学生を獲得できる可能性が高いこと、②自分の大学のブランドイメージを中

国で普及させることができること、③中国で学んだ学生が将来自国へ留学に来る可能性が高いこ

と（または留学するようなプログラムになっている）、などが考えられる。さらに中国側機関にと

ってのメリットとして考えられるのは、国際的に活躍できる人材を国内で育成できることのほか、

人材の流出を防ぐ効果もあることである。また欧米の有力大学の教育の体系や実践経験を組み入

れることで、国内の大学の教育の質や科学研究レベル、管理水準などを上げる効果がある。この

ことは、中国の大学の国際化を促進させるだけでなく、国際競争力を向上させることにもなる。 

 

また、211 工程や 985 工程といった重点支援政策で財政支援を受けた 146 校の中外合作弁学導

入の状況について調査し、その結果を図 2 で示した。これを見ると 211/985 工程 146 校のうち、

69％の大学が中外合作弁学を実施していることがわかった。これらの大学には多額の国家予算が

投入されているが、既述したメリットの他、学位連携プログラムなどの共同プログラムを開発す

ることで、さらに授業料収入増加というメリットが期待されるため、中外合作弁学を実施してい

ると思われる。次に全体の 704 件のうち、985/211 工程大学の割合を調査した結果を図 3 で示し

た。重点大学と一般大学等35の比率から見ると、圧倒的に一般大学の方が多いため、中外合作弁

                                                  
33 「日中の学術交流の発展に向けて」 JSPS 北京研究連絡センター発行ニューズレター「学思」 No.37 P10。 
34 蘇州工業園区（ウェブサイト）2012 年 9 月 6 日閲覧。

http://www.sipac.gov.cn/japanese/japzt/XJTLUCelebrates5TH/MediaFocus/201108/t20110805_109004.htm 
35 専門学校などを含む。 
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学を実施している大学等のうち 69％が一般大学等であったというのは、自然なことであろうと思

われる。そして中外合作弁学を導入している理由として考えられるのは、多くの場合、重点大学

以上に大学の財政改善策になりうる36として学位連携などのプログラムが実施されていることで

あろう。このようなことから、中外合先弁学のメリットは既述したメリットの他、財政的メリッ

トもあると思われる。 

 

図 2 211/985 工程大学の中外合作弁学実施状況       図 3 中外合作弁学に占める 985/211 工程大学の割合 

   

出所：中華人民共和国教育部 中外合作弁学「機構及びプログラム一覧表」（2012.7）より筆者作成。 

 

４．５．中外合作弁学の課題、問題 

 

2003 年 9 月に中外合作条例が施行されて以来、様々な問題が出てきた。それを受けて教育部は

2006 年 2 月に「目前の中外合作弁学のいくつかの問題に関する教育部の意見」を出し、2007 年 4

月に「中外合作弁学の秩序を更に規範化することに関する教育部の通知」を出している37。その

通知の中の「最近の実地調査と再確認の状況から見ると」によると、学生募集に際して、その宣

伝が異なり学生の募集を規範化していないものが存在している、国家高等教育学生募集計画に指

定されている項目が政策に違反して勝手に入学合格ラインを低くして学生を募集しているケース

なども存在しているとのことであった。筆者自身が、教育部が公開したリストから各地域の数を

調べた際、図 4 に示すように、全体のうち黒竜江省が 162 件と非常に多かったのが気になった。

全体の 704 件のうちの 23％を占め、北京や上海などと比較しても多いことが判明した。そこで、

公開されたリストの中にある地方政府管轄のある A 総合大学の担当者に対して、該当するプログ

ラムについて話を少し伺ってみた。 

 

A大学は中外合作弁学事業を4つ実施しているが、どのケースも学位連携プログラムではなく、

学部教育 4年間の中で 1 年間留学ができるプログラムとなっている。授業料が他に比べて 10 倍近

くにも関わらず、募集の際には多くの学生が申し込んでいるとのことであった。しかしながらそ

の合格点数は決して高くなく、学生が申込みやすい状況であるとのことであった。また大学とし

ては、収入増が見込まれるとして、このプログラム実施を歓迎しているとの話であった。このケ

ースが、既述した教育部の通知の中の「勝手に」入学合格ラインを低くしているケースに相当す

                                                  
36 叶 林（2006）『高等境域国際化戦略一部としての中外合作弁学』P137 
37 周嵐（2009）「中国における中外合作弁学の現状分析―日本はどう関与すべきか―」Japan Society of Educational information, 

P7 
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るかどうかは不明であるが、海外機関との共同プログラムを実施していく上で、問題も存在する

ように思えた。 

 

図 4「中外合作弁学」の地区毎機構およびプログラム数   

 

出所：中華人民共和国教育部 中外合作弁学「機構及びプログラム一覧表」（2012.7）より筆者作成。 

 

次にプログラムの重要な部分にかかわる質の問題として、学位授与に関する調査を行った。地

域として最も数の多かった黒竜江省と北京市、上海市について、その公開されている情報からそ

の中身を調査してみた。図 5、図 6 および図 7 はそれぞれ北京市、上海市および黒竜江省のプロ

グラム数とその内訳である。 

 

図 5 北京市地区のプログラム数とその内訳     図 6 上海市地区              図 7 黒竜江省地区 

  

出所：中華人民共和国教育部 中外合作弁学「機構及びプログラム一覧表」（2012.7）より筆者作成。 

 

ここで判明したことは、北京市や上海市にある機関が実施するプログラムが多様であるのに比

べて、図 7で指し示すように、黒竜江省地区のプログラムの 98％が中国国内の大学のみからの学
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位授与となっていることである。中外合作弁学として許可されたとしても、それぞれの内容は大

きく異なり、大きな違いがあることが判明した。プログラムの質を低下させないため、プログラ

ムに対する適切な質的保障をするための監督や評価といった取り組みが必要となると思われるが、

具体的な基準や方法が現在全ての学位連携プログラムで存在しているとは言い難い38。中外合作

弁学によるプログラムの導入は、既述したように国際化の促進のみならず、財政的メリットも期

待されることから、今後も発展する可能性が大きいと考えられる。しかしながらその拡大によっ

て、プログラムの質に関する問題が生じる可能性が高いと思われる。加えて日本の機関とのプロ

グラムが非常に少なかったことも、調査を進めて気になったことであった。そもそも中外合作弁

学は、英語による教育や研究システムなどを取り入れることなどである。したがって中国側の機

関にとっては、英語圏の国々との共同プログラムが主目的であり、日本の機関とのプログラムに

メリットを見出していないことが、日本の機関とのプログラムの少なさの一つであろうと思われ

る。また日本の機関も、中外合作弁学に関して、未だ懐疑的になっていることや、プログラム実

施にメリットを見出していないことも数の少なさの原因ではないだろうか。 

 

４．６ 中外合作弁学の今後と中国の高等教育界 

   

中国政府によると39、2010年度の中国の高等教育粗入学率は26.5％であり、2015年の中国の高

等教育粗入学率を36％、新規労働者の平均教育年限を13.3年と予測している。この数字はまだま

だ高等教育に対する大きな需要が存在することを意味する。この需要の存在から、外国の高等教

育機関がまだまだ中国へ進出してくる可能性も高い。グローバル化に伴い教育そのものも国境を

行き交う状況にある中、世界市場ではその数のみならず質を求めて、どの国もその国際戦略とと

もに国際社会での競争力を強化させている。中国の大学は国際化や競争力強化のため、また国際

的な人材の育成を国内で行うため、中国の機関と外国の機関とが協力して新たな機関を作ること

や、財政的なメリットも考慮し、ダブル・ディグリーなどの共同プログラム導入など中外合作弁

学を今後も積極的に実施していくであろうと思われる。 

 

中国は、改革開放政策とWTO加盟が要因となってその門戸を開き、また科教興国戦略によって対

外開放を推進させている。高等教育界が国際的な競争下にさらされたことによって、国際的な視

野に立った競争概念を取り入れながら、自ら国際化を図ってきた。中国の高等教育界の新しい潮

流ともいえる中外合作弁学は、中国政府の強力な支援の下、高等教育界の国際化を図るとともに

国際的に活躍できる人材育成を積極的に行っている。一方で世界の高等教育界を見てみると、量

のみならずその質を求めて激しい競争下にあることは明白である。中外合作弁学は、まさにその

国際的な視野に立ち、競争概念を取り入れることであり、国際的な競争力強化に極めて重要な役

割を果たしているといえる。中国はその科教興国戦略とともに、世界の高等教育界の熾烈な競争

を勝ち抜こうとしているのが、この取り組みから見えてくる。 

                                                  
38   叶 林,(2005 年 3 月)『中外合作弁学の展開』広島大学高等教育研究開発センター 1990 年代以降の中国高等教育の改革

と課題 Vol.81 
39  China Radio International.CRI 閲覧日 2013 年 1 月 24 日。http://japanese.cri.cn/881/2011/03/29/145s172699.htm 
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５．おわりに 

 

2012 年という年は、日中国交正常化 40 周年の節目の年であった。北京研究連絡センターでは、

中国の 7 つの対応機関とともに開催する記念シンポジウム『日中学術交流のこれまでの歩みと今

後の展望』を開催予定であったが、日中の政治的な緊張の高まりから残念ながら中止となった。

自身の北京滞在中にこの記念シンポジウムに携われなかったという非常に心残りのある経験もし

た。同時に中国国内の複雑な事情を経験した。一方で中国人の同僚たちと日中混合のチームによ

るチームワークで仕事をする面白さと大切さを学んだ。佐々木センター長が語った「北京研究連

絡センターは、今後も日中の学術交流の要としての活動を展開していく所存です。」この言葉に秘

められた思いによって、北京研究連絡センターでの業務を行っていく上での意義を考えさせられ、

そしてモチベーションを高めてくれた。また民間交流、草の根の交流に長く携わってこられた方々

の思いや JICA 理事長の緒方貞子氏の「日中は一緒にやっていける」のインタビュー記事などから

も大いに励まされた。何よりも学術分野での交流活動の意義、微力ながらも自分自身にできるこ

との意味や責任について深く考えさせられた 1 年でもあった。個人的経験に少し触れると、日本

で報道される中国の様子に心を痛め、新聞社へ投降したことがきっかけで取材を受けた。そのイ

ンタビューが新聞記事にもなったことも、自身を深く見つめ直すきっかけとなった。自分の足で

中国の各地を訪ねることも、百聞は一見にしかずに他ならないことを実践し、時間を見つけては

方々を訪ね歩き、多くの人から話を伺った。どれも学びとともにあり、今思い出しても鮮やかな

記憶として刻まれている。 

 

最初にこの研修は私自身の成長のための研修であると書いた。この研修は年齢制限が設けられ

ておらず、中堅の域に達した私自身も挑戦できた。学び成長するということに非常に執着したの

は、女性として出産、育児という経験から学び、中学生になった重度の知的障がいのある息子を

通じて、障害がある双子の弟を持ったもう一人の息子を通じて、彼らから生涯にわたって人間と

して学び成長し続けるということを教えられ、彼らから支えられたからでもある。私に与えられ

た限りある人生の中で、大きな学びと成長するチャンスに巡りあったと思っている。この 2 年間

のすべてを感謝とともに振り返りながら、今は、さらに成長するための次の仕掛けを考え始めて

いるところでもある。 

 

最後になりましたが、日本学術振興会の海外実務研修へ送り出してくださった高知大学の関係

者の皆様、国内研修中ご指導いただいた国際事業部の加藤部長をはじめとする東京本部の皆様、

海外研修でご指導いただいた北京研究連絡センターの佐々木センター長、水野前副センター長、

加藤副センター長、現地スタッフの江岸さん、佘彬さん、このレポートを作成の過程でお話を伺

った多くの大学関係者等の方々、そして私を支えてくれた大切な人たちへこの場をお借りして心

から感謝申し上げます。 
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